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10,909

年度

実　績

10,482

年度

実　績

2625 年度

予算額

1,332

3,608

1,332

2,174

需用費

－5,266 4,8883,898

861

項　　　　　　　目

保健厚生費

事
 

業
 

費
 

等
 

の
 

推
 

移

項　　　　　　　目

26

0

2,480

年度の当該団体等の事業費の主な内訳  (市補助金が充当されていると思われるものから順に記載)     （単位：千円）
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補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

1単位クラブあたり16,200円×73クラブ=1,182,600円
※平成26年度まで1クラブあたり18,000円であり、平成27年度において1割削減を実施。
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　老人クラブは、老人福祉法第１３条において「老人福祉の増進のための事業」として位置づけられ、心
身の健康の保持に資するための教養講座や、レクリエーションその他広く老人が自主的かつ積極的に参加
することのできる事業を実施するよう努めることが謳われており、地方公共団体は、老人福祉を増進する
ことを目的とする事業の振興を図るとともに、当該事業を行うものに対して、適当な援助をするよう努め
ることとされている。
　老人クラブ活動への助成を行うことで、長寿社会において、高齢者の一人一人ができる限り健康で、社
会における役割を持って生きがいのある生活を送ってもらうことを目的とする生きがい対策を促進する。
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補 助 金 （ 事 業 ） 名

根 拠 法 令 等 島原市補助金交付規則、島原市福祉団体等補助金交付要綱

事 務 事 業 評 価 票 [ 市 単 独 補 助 金 ] 27 年度平成

担当課 福祉課

実施を義務付ける規定
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計 画 の 基 本 計 画
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4,888

補助金を交付することにより会員の加入促進、各種スポーツ大会や芸能発表会の開催など高齢者の生きが
いや健康づくりを推進することにより、老人クラブの維持・発展を促し、明るい長寿社会の実現と福祉の
向上を図る。
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◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

（ ）

判
定
理
由

千円

休止･廃止の具体的方向性

　減少傾向にあった会員数が平成27年度に微増した。また、新たな単位
クラブも設立されるなど老人クラブの活性化が見受けられる。
　各クラブとも総会やスポーツ大会、地域との交流活動等を積極的に
行っており、さらなる発展が期待できる。

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

高齢化が進行し、老人クラブの果たす役割がますます大きくなっていく反面、高齢者の増加に伴う
事業費増を抑制しなければならず、補助金見直しの必要性に迫られている。

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し
の

総 合 評 価

判
　
定

高齢者が今後さらに増加し、老人クラブの存在感が大きくなる中、今後
も継続補助の必要性あり。但し、補助額については今年度、前年比１
０％の削減を行った。将来的にも高齢者の増加に伴う事業費の抑制や補
助金額の見直しが必要になる。　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

② 市 の 関 与 の 必 要 性

老人福祉法により、老人クラブに対する地方公共団体の支援が明確にさ
れている。今後さらに高齢化が進行し、老人クラブの活動及び役割がま
すます期待されるなか、老人クラブの振興を図るため、市が関与する必
要性も、さらに高まっていくものと思われる。

① 助 成 事 業 の 効 果

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

活動実績に応じた補助金の配分方法を検討してもらいたい。補助対象経費を明確にした「手引き」の作成についても検討
してもらいたい。一律の定額補助ではなく、人数に応じた補助金の配分を検討してもらいたい。

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

老人クラブ社会参加活動事業費補助金

補助金の算定が各単位クラブへの一律定額交付となっており、奨励のための補助であれば、活動に見合った算定に交付
基準に見直すなど、交付額の算定方法を検討する必要があるのではないか。

判　　　定

備
考

⇒ 0

備　　考

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持
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